
 
 
 
 

川崎市発注公共事業に関する 

川崎市内建設業者アンケート調査 

報告書 
 

 

（2010 年 1 月） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

特定非営利活動法人 

建設政策研究所 



１.アンケート調査の概要と単純集計結果 

（１）アンケート調査の概要 

１）目的 

２）アンケート調査の対象と方法 

３）調査期間 

４）回収結果 

（２）集計結果 

１）会社概要 

①資本金 

②業種・格付と建設業許可 

③従業員 

④民間公共比率と元請下請比率 

２）公共工事受注状況 

①入札参加状況 

②落札状況と受注金額 

③業者間の過当競争防止に必要な施策 

３）公共工事採算状況 

①公共工事採算状況 

②公共工事赤字の原因 

③公共工事実行原価と採算 

④予定価格の問題点 

４）入札辞退状況と予定価格の公表 

①入札辞退の状況 

②辞退理由 

③予定価格公表方法 

④最低制限価格 

⑤歩切りについて 

５）公共工事発注政策 

①市内業者優先発注にする上での改善内容 

②ＪＶについての評価 

③大規模工事の分離・分割発注についての評価 

④随意契約についての評価 

⑤公契約条例についての認識 

⑥改革すべき入札制度内容 

６）地域建設業の振興に向けて 

①事業経営上の悩み 

 2



②川崎市への要望 

 

２.アンケート調査のまとめ 

 

３.自由回答一覧 

 3



１．アンケート調査の概要と集計結果 

 
（１）アンケート調査の概要 

１）目的 

アメリカ発金融・経済危機以降、日本経済には大きな落ち込みが生じているが、その中

でも建設産業の疲弊・衰退はいっそう深刻な状況になっている。景気回復のためには、こ

れまでの輸出産業偏重の経済構造を転換し、地域での内需を拡大し、地域経済を再生させ

ることが不可欠である。建設業界は地域経済と密接な関わりをもつ産業である。景気の本

格的な回復には地域に根ざす建設業の復興が重要な課題と言えよう。建設政策研究所では、

川崎市発注の公共工事の発注政策および入札・契約制度のあり方について調査・研究を行

っているが、今回のアンケート調査は川崎市内の公共工事に参加する資格を有する建設業

者が、公共工事についてどのような問題を感じているか、を明らかにすることを目的とし

ている。具体的には、公共工事への入札、落札状況と実施工事の採算状況把握、さらには、

現在抱えている事業経営上の悩みと市への要望、などを中心に実施した。 

 

２）アンケート調査の対象と方法 

 アンケート調査は、川崎市の「平成 19・20 年度 工事請負有資格者名簿」に掲載されて

いる全市内業者 763 社のうち、大規模メーカーなどを除く 750 社を対象に実施した。調査

票は「工事請負有資格者名簿」を元に各業者に送付し、郵便により回収した。 

 

３）調査期間 

2009 年 11 月 10 日～2009 年 11 月 30 日 

 

４）回収結果 

 配布数と回収票数・回収率は表 1-1 のとおりである。配布数は、750 票、回収票数は 61

票、回収率は 8.1％であった。また、郵送したものの、住所不明で返送されてきた調査票数

は、18 票となっている。 

 

表 1-1 配布数と回収票数・返送数・回収率 

配布数 有効回収票数 無効回収票数（廃業） 返送票数 回収率 

750 59 2 18 8.1% 
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（２）集計結果 

 

集計結果について調査票の設問に沿ってアンケート調査の概要を確認する。調査の概要

を確認する上では、有効回収票数は上述の通り、59 票と少なめになっていることに注意が

必要である。また、配布数 750 に対して返送票数は 18 票となっているが、これは、所在不

明で返送されてきた票数である。無効回収票の 2 票と併せて 20 社になり、事務所移転の可

能性も否定できないが、市内建設業者の廃業が進んでいる可能性を示唆するものである。 

以下、１）会社概要、２）公共工事受注状況、３）公共工事採算状況、４）入札辞退状況

と予定価格の公表方法、５）公共工事発注政策、６）地域建設業の振興に向けて、の順に

調査の内容を概観していきたい。 

 

１）会社概要 

 最初に今回調査票を回収できた企業について、その概要を①資本金、②業主・格付と建

設業許可、③従業員、④民間公共比率と元請下請比率、⑤業者間の過当競争防止に必要な

施策、の順に確認していきたい。 

 

①資本金 

 資本金階層別で見ると、1000 万円～3000 万円の階層が 30 社となっており、約半数を占

めている。3000 万円～5000 万円の階層が 14 社と続いており、1000 万円～5000 万円の階

層は、約 75％となっている。全送付先業者の資本金階層を見てみると、1000 万円～3000

万円の階層が最も多くなっており、この階層は回収票とほぼ同様の構成になっている。 

 表 1-3 は、資本金階層を市内中小企業（資本金 1000 万円未満）、市内中堅企業（資本金

1000 万円以上 5000 万円未満）、市内大手企業（資本金 5000 万円以上）の３つに分類した

ものである。表 1-3 に見られるように、回収できた調査票は全送付先の構成比と比べると、

資本金階層が小さいほど回収率は低く、資本金階層が大きいほど回収率が高くなっている。

したがって、この調査の結果は、幾分、中堅・大手業者の回答に偏っていることに注意さ

れたい。 

 

表 1-2 資本金階層 

資本金階層 会社数 構成比 資本金階層（全送付先） 会社数 構成比

500万円未満 4 6.8% 500万円未満 106 14.1%

500万円以上1000万円未満 2 3.4% 500万円以上1000万円未満 62 8.3%

1000万円以上3000万円未満 30 50.8% 1000万円以上3000万円未満 416 55.5%

3000万円以上5000万円未満 14 23.7% 3000万円以上5000万円未満 109 14.5%

5000万円以上1億円未満 3 5.1% 5000万円以上1億円未満 36 4.8%

1億円以上10億円未満 6 10.2% 1億円以上10億円未満 19 2.5%

10億円以上 0 0.0% 10億円以上 2 0.3%

合計 59 100.0% 合計 750 100.0%  

 5



 

表 1-3 資本金階層と回収率 

資本金階層 会社数 構成比 全送付先会社数 構成比 回収率
市内中小企業（1000万円未満） 6 9.8% 168 22.4% 3.6%
市内中堅企業（1000万円以上5000万円未満） 44 72.1% 525 70.0% 8.4%
市内大手企業（5000万円以上） 9 14.8% 57 7.6% 15.8%
無効票 2 3.3% － - －
合計 61 100.0% 750 100.0% 8.1%  
 

②業種・格付と建設業許可 

表 1-4 業種と格付 

 川崎市の設定している入札参加

業種は次の通りである。まず、業種

内に格付（以下、ランク）が設定さ

れている業種は、土木、下水管きょ、

舗装、建築、電気、空調・衛生、水

道施設である。ランクの設定されて

いない業種は、造園、鋼構造物、機

防水、管内更生、浚渫、内装、建具、

く井、タイル、熱絶縁、板金、石、

ラス、屋根、左官、大工、鉄筋、

掃施設、軽微となっている。 

械、通信、消防、塗装、とび土工、

さ

ガ

清

回

種

果

 

8

8
8
2

1
3

1
1

2
1

3
1

収した調査票について、主たる業

と格付を見てみると、回収票の結

は表 1-4 のようになっている。最

も多いのは建築の 12 社、続いて土

木、空調・衛生、電気が 8 社である。

主たる業種がランク設定のある業種である業者数は 39 社と過半数を占めているが、そのう

ちランク A が 15 社と最も多くなっている。資本金規模では比較的小さい企業でもランクが

上位に入ることがあり、自由回答欄には次のような意見も見られた。

質問1-3
業種・格付

格付け
業種

2 3 2 1 0
1 1
4 2 2
3 2 3
4 0 4 4 1

1 1
1

3
1 1
1
1
1 1
2
1
1 1
3
1

5 5
15 8 11 5 5 15 59

塗装
とび・土工

不明

防水
内装
建具
軽微

造園
機械
通信
消防

空調・衛生
電気
建築

水道施設
舗装

計

不明 なし 計

土木

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

下水管きょ

 

「Ａランクにおいて、業者数を確保する必要はあると思うが、Ａの最低と最高では、経審の点数はもちろ

ん、実態として会社の規模が違いすぎる」 

 

「ランクをつける際、経審の点数だけで行なっているため、当社（特定建設業でない一般建設業）のよう

な規模で、Ａランクになってしまうことがある。現場代理人の専任だったり、下請金額の制限もあるので、

Ａランクの仕事は事実上無理である。ランク付けの際、企業規模も参考にしてほしい」 
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「業者のランク分けをしっかりと行ない、中小と大手が同じ入札にならないようにする。通信においては、

ランクが分けられていないので、早急にランク分けしてほしい。予定価格事前公表の中止。一般競争では

なく、特に小型案件については指名競争制度にすべき」 

 

 ここに見られるように、ランク設定のない業種ではランクの設定が求められており、ラ

ンク設定のある業種では、ランク設定条件の再検討が望まれている。 

建設業許可についても知事許可が圧倒的に多く、78.0％と４分の３以上を占めている（表

1-5）。しかし、他方で大臣許可を有する業者も 7 社（11.9％）ではあるが、存在する。 

 

表 1-5 建設業許可 

建設業許可 会社数 構成比
神奈川県知事 46 78.0%
国土交通大臣 7 11.9%
不明 6 10.2%
合計 59 100.0%  

 

③従業員 

 表 1-6 は、従業員数を階層ごとに示したものである。20 人未満の会社が 37 社と６割以上

を占めている。他方で、従業員数が 50 人以上と回答した会社も 8 社存在し、構成比は約 14％

となっている。 

 

表 1-6 従業員数 

従業員数 会社数 構成比
1人以上10人未満 18 30.5%
10人以上20人未満 19 32.2%
20人以上30人未満 9 15.3%
30人以上50人未満 5 8.5%
50人以上100人未満 6 10.2%
100人以上 2 3.4%
総計 59 100.0%  

 

 また、表 1-7 は、資本金階層ごとに従業員数階層をみたものである。基本的には、資本金

の規模が大きくなるにつれて、従業員数も増加する傾向にある。しかし、資本金 1000 万円

以上 3000 万円未満の階層と資本金 3000 万円以上 5000 万円未満の階層、つまり市内中堅

企業の階層にも、従業員が 50 人以上 100 人未満と回答した企業が 3 社存在する。また、逆

に、資本金が 5000 万円以上でも従業員数が 20 人に満たない企業も 3 社存在している。 
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表 1-7 資本金階層と従業員数階層 

従業員
資本金

3 1

1 1

12 8 6 2 2

1 7 3 2 1

1 1 1

1 3

18 19 9 5 6 2

50人以上
100人未満

100人以上 総計
1人以上10

人未満
10人以上20

人未満
20人以上30

人未満
30人以上50

人未満

5000万円以上1
億円未満
1億円以上10億
円未満

総計

500万円未満
500万円以上
1000万円未満
1000万円以上
3000万円未満
3000万円以上
5000万円未満

4

2

30

14

3

2 6

59  

 

表 1-8 は各社の従業員について、(1)役員・事務・営業、(2)技術者、(3)技能工・作業員に

分け、その構成割合を階層別に示したものである。役員・事務・営業を見ると、20％以上

30％未満が 15 社と約４分の１を占めている。また、役員・事務・営業に従事する従業員の

割合が 50％未満の会社数は 45 社（76.2％）となっている。 

技術者について見てみると、技術者を一人も抱えていない会社数は３社（5.1％）となっ

ている。公共工事入札に参加する以上、技術者の雇用は必要であり、従業員に技術者を含

む会社の割合が圧倒的に多くなっている。 

技能工・作業員の構成に目を向けてみると、技能工・作業員が 0 人という会社は、17 社

（28.3％）と比較的多くなっている。 

 

表 1-8 従業員構成割合 

従業員
構成比 会社数 構成比 会社数 構成比 会社数 構成比

0 0.0% 3 5.1% 17 28.8%
2 3.4% 5 8.5% 3 5.1%
6 10.2% 7 11.9% 8 13.6%

15 25.4% 13 22.0% 7 11.9%
10 16.9% 9 15.3% 5 8.5%
12 20.3% 8 13.6% 8 13.6%
5 8.5% 5 8.5% 3 5.1%
5 8.5% 6 10.2% 2 3.4%
0 0.0% 1 1.7% 3 5.1%
2 3.4% 2 3.4% 3 5.1%
2 3.4% 0 0.0% 0 0.0%
0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

59 100.0% 59 100.0% 59 100.0%

役員・事務・営業 技術者 技能工・作業員

0%
10％未満

10％以上～20%未満
20％以上～30%未満

40％以上～50%未満
30％以上～40%未満

70％以上～80%未満
60％以上～70%未満
50％以上～60%未満

総計
100％

90％以上～100%未満
80％以上～90%未満
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表 1-9 技能工・作業員数が 0 人である会社の元請下請受注割合 

 表 1-9 は、技能工・作業員が 0 人と回答した会

社（17 社）について、元請受注と下請受注、そ

の他の受注割合について階層別にみたものであ

る。技能工・作業員が 0 人にも関わらず、元請と

しての受注割合が 100％であるのは、ゼネコンと

見ることができる。他方、技能工・作業員が 0

人にも関わらず、受注割合の 100％が下請である

企業 5 社については、技能工・作業員を常時雇用

しているのではなく、一人親方などに臨時的に仕

事を出しているか、下請として受注しながら受注

した工事を施工せず、さらに下請に出す企業である可能性を指摘できよう。

階層 元請 下請 その他
0% 3 5 12
10％未満 1 0 3
10％以上20％未満 0 0 1
20％以上30％未満 0 2 0
30％以上40％未満 3 1 0
40％以上50％未満 1 1 0
50％以上60％未満 2 2 0
60％以上70％未満 1 2 0
70％以上80％未満 2 1 0
80％以上90％未満 0 1 0
90％以上100％未満 0 0 0
100% 4 2 1
合計 17 17 17

 

 

④民間公共比率と元請下請比率 

 表 1-10 は、民間工事と公共工事の受注金額の比率を階層ごとに示したものであり、図 1-1

はグラフ化したものである。この図表は合計企業数が 58 となっているが、無回答の 1 社を

除いたものである。民間工事の受注金額が全受注金額の 50％以上を占める業者は 35 社、全

体の 60％を占めている。他方、公共工事の受注金額が全受注金額の 50％以上を占める業者

は 21 社とその割合は 36％に過ぎない。このことからみて、今回アンケート調査票を回収で

きた業者は、相対的に公共工事の受注割合が低いことが確認される。この背景には、公共

工事の減少と競争の激化の中で、市内業者の公共工事受注の困難さを示している。地域に

根ざす地元建設業にとっては、公共工事は重要な位置を占めている。しかし、入札参加を

希望し「入札参加資格」を得ても、公共工事の受注を確保することが難しい状況が窺える。 

 

表 1-10 民間工事と公共工事の比率 

件数 構成比 件数 構成比 件数 構成比
0％ 2 3.4% 11 19.0% 42 72.4%
10％未満 5 8.6% 7 12.1% 8 13.8%
10％以上20％未満 2 3.4% 7 12.1% 4 6.9%
20％以上30％未満 8 13.8% 4 6.9% 2 3.4%
30％以上40％未満 4 6.9% 4 6.9% 0 0.0%
40％以上50％未満 2 3.4% 4 6.9% 0 0.0%
50％未満合計 23 39.7% 37 63.8% 56 96.6%
50％以上60％未満 2 3.4% 2 3.4% 0 0.0%
60％以上70％未満 5 8.6% 5 8.6% 1 1.7%
70％以上80％未満 3 5.2% 1 1.7% 0 0.0%
80％以上90％未満 6 10.3% 5 8.6% 0 0.0%
90％以上100％未満 10 17.2% 7 12.1% 0 0.0%
100％ 9 15.5% 1 1.7% 1 1.7%
50％以上合計 35 60.3% 21 36.2% 2 3.4%
総計 58 100.0% 58 100.0% 58 100.0%

その他公共
階層

民間

 
※無回答の１社を除く。 
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図 1-1 民間工事と公共工事比率 
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 表 1-11 は元請工事と下請工事の受注金額比率について、公共工事と民間工事を合計した

割合を階層ごとに示したものである。「その他」の受注がある会社の割合については、「そ

の他」の受注分を差し引いた合計を 100％として算出した。また、図 1-2 はその構成比をグ

ラフ化したものである。公共工事と民間工事を合わせて元請の工事が 0％の業者数は 5 社

（8.8％）で、逆に下請の工事が 0％の業者数は 11 社（19.3％）となっている。受注総額の

50％以上が元請としての受注であると回答した企業は 56.1％と半数を超えている。さらに、

80％以上が元請受注と回答した企業の割合は 35.1％となっており、元請受注している業者

が比較的多いことが分かる。また、元請工事と下請工事の割合がほぼ半分程度である業者

が多いという特徴が挙げられる。 
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表 1-11 元請工事と下請工事の比率 

件数 構成比 件数 構成比
0％ 5 8.8% 11 19.3%
10％未満 3 5.3% 4 7.0%
10％以上20％未満 5 8.8% 4 7.0%
20％以上30％未満 1 1.8% 3 5.3%
30％以上40％未満 4 7.0% 4 7.0%
40％以上50％未満 7 12.3% 4 7.0%
50％未満合計 25 43.9% 30 52.6%
50％以上60％未満 4 7.0% 9 15.8%
60％以上70％未満 4 7.0% 2 3.5%
70％以上80％未満 4 7.0% 2 3.5%
80％以上90％未満 3 5.3% 3 5.3%
90％以上100％未満 6 10.5% 6 10.5%
100％ 11 19.3% 5 8.8%
50％以上合計 32 56.1% 27 47.4%
総計 57 100.0% 57 100.0%

階層
元請 下請

 
※無回答１社とその他の工事 100％の２社を除く。 

 

図 1-2 元請工事と下請工事の比率 
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2008 年度、元請下請を問わず公共工事関連の工事を受注した業者は、59 社中 47 社であ

る。そのうち、公共工事受注割合が 50％以上の業者は 21 社ある。また、50％未満の業者

が 26 社となっている（表 1-12）。まず 50％以上の 21 社が公共工事を元請で受注している
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のか、下請で受注しているのかをみると、50％超を元請で受注している業者は 16 社ある。

逆に 50％超を下請として受注している業者は 5 社である。従って、公共工事受注率が 50％

以上の業者では、その多くを元請として受注している業者が多い。 

 一方、民間工事を主体に受注し、公共工事受注率が 50％未満の業者では、そのうち 50％

超を元請で受注している業者は 16 社、下請で受注している業者は 8 社となり、やはり元請

受注の業者が多い。つまり、公共・民間の受注割合に関係なく、公共工事を元請で受注す

る割合の大きい業者が多いといえる。しかし、公共工事を下請で受注している割合が 50％

を超える業者が 48 社中 13 社（27％）あるというのもアンケートに回答した市内業者の特

徴である。 

 

表１－12 公共工事の受注割合と元請下請割合 

企業数 構成比 企業数 構成比
0％ 4 8.5% 12 25.5%
0％以上50％未満 4 8.5% 4 8.5%
50% 2 4.3% 2 4.3%
50％以上100％未満 4 8.5% 4 8.5%
100% 12 25.5% 4 8.5%

26 55.3% 26 55.3%
0％ 3 6.4% 9 19.1%
0％以上50％未満 2 4.3% 7 14.9%
50％以上100％未満 7 14.9% 2 4.3%
100% 9 19.1% 3 6.4%

21 44.7% 21 44.7%
47 100.0% 48 100.0%

公共工事下請公共工事元請
公共工事割合 元・下割合

総計

50%未満

50%以上

50%未満 合計

50%以上 合計
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２）公共工事受注状況 

 公共工事の受注状況については、2008 年度の川崎市発注の公共工事について、入札件数、

落札件数、受注金額合計を回答していただいた。以下、①入札参加状況、②落札状況と受

注金額について見ていきたい。 

 

①入札参加状況 

 川崎市発注の公共工事について、入札に参加したことのある有効回答業者数は 56 社のう

ち 42 社で、入札参加申請を受理されていながら入札に参加していない業者が 14 社ある。

表 2-1 は入札に参加した業者と実際に落札できた業者数の関係を示したものであるが、入札

に参加したものの１件も落札できなかった業者が 7 社存在することが留意されなければな

らない。入札そのものに参加しなかった業者 14 社と合わせると公共工事を受注しなかった

業者数は 21 社となり、有効回答業者数の４割近くになる。回収できた調査票は、比較的公

共工事に参加した企業が多く見られることと、民間の工事量が減少傾向にあることを併せ

て考えると、公共工事入札に対する魅力はますます減少していることを示していると言え

るのではないだろうか。 

 

表 2-1 入札参加業者数と落札業者数 

 社 

入札参加業者数 42 

  落札した業者数 35 

  落札できなかった業者数 7 

入札に参加しなかった業者数 14 

合計 56 

※入札件数、落札件数、受注金額合計のうち、一部だけ無回答の回答は除いた。 

 

②落札状況と受注金額 

表 2-2 は、入札に参加した 42 社の入札件数について、全回答をまとめたものである。42

社で入札に参加した回数は合計 704 回、うち落札できた件数は 127 件となっている。落札

割合は 18.0％となっており、平均としてみればだいたい 5 回に１回弱程度受注できたこと

になる。受注金額の合計は 42 億 3,460 万円で平均受注金額は 3,334 万円である。 

 ところで、建設政策研究所が行なった「2007 年度川崎市発注公共工事分析」によれば、

市内業者の受注件数は全 1,116 件のうち 845 件で 75.7％となっており、件数では圧倒的に

大きな割合を占めている。しかし、市内業者の受注工事を金額でみると、全工事総額 642

億 4,490 万円のうち 179 億 7,790 万円で全体の 28％にすぎない。2007 年度に市内業者が受

注した工事は金額で 179 億 7,790 万円、件数で 845 件となるが、これを単純に平均してみる

と、１件当たりの受注金額は 2,128 万円となる。今回回収できた調査票の平均受注金額と
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比べると、低くなっている。冒頭で確認したように、今回回収できた調査票は比較的規模

の大きい企業からの割合が多いことからも、2008 年度の落札割合や平均受注金額はもっと

低い事が推察されよう。 

 

表 2-2 入札参加件数、落札件数、落札割合、受注金額 

件・万円
入札件数 704
落札件数 127
落札割合 18.0%
受注金額合計 423,460
平均受注金額 3,334  

 

※表 2-2 は、入札件数と受注金額は記入されているものの落札件数が未記入のものや、入札参加件数は不明だが落札件

数だけ回答している調査票を無効として算出した。 

 

図 2-1 は、受注金額合計を階層ごとに分け、それぞれの受注企業数を示したものである。

１社ごとに公共工事の受注総額を見たものであり、１件当たりの受注金額ではないことに

注意が必要である。この図を見ると、2008 年度に受注した公共工事総額が 1 億円以上 5 億

円未満という企業が 10 社で最も多くなっている。次いで、1000 万円以上 3000 万円未満が

9 社、3000 万円以上 5000 万円未満が 6 社となっている。 

 

図 2-1 受注金額合計の階層別受注企業数 
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 表 2-3 は、公共工事受注金額合計の階層と資本金の階層をクロス集計した結果である。資

本金 1000 万円以上 3000 万円未満の企業が最も多く受注している。2008 年度の受注金額合

計としては、1 億円以上 5 億円未満の受注金額階層が 10 件となっているが、そのうち、資

本金 1000 万円以上 5000 万円未満の市内中堅企業が 8 件受注している。 

 

表 2-3 公共工事受注金額合計階層と資本金階層 

資本金

受注金額
合計

1 10 3 2 2
1 2 1

1 1 3

2 4 2 1

5 1

2 2

4 4 2

1 1
1 2 1

4 2 30 14 3 6

5000万円以上
1億円未満

1億円以上10
億円未満

総計

0円

500万円未満
500万円以上
1000万円未満

1000万円以上
3000万円未満

3000万円以上
5000万円未満

500万円未満

500万円以上
1000万円未満

1000万円以上
3000万円未満

3000万円以上
5000万円未満

総計

5000万円以上
1億円未満

1億円以上
5億円未満

10億円以上

無回答

18
4

5

9

6

10

4
59  

 

③ 業者間の過当競争防止に必要な施策 

 過当競争を防止するために必要なことは何かということについて、市内業者はどのよう

に考えているのかを明らかにするために質問４を設けた。質問４は次のとおりである。 

 

 質問４ 

 「川崎市発注公共工事を受注する上では業者間の過当競争の防止が必要と考えます。貴

社は過当競争を防止するため市行政がどのような施策を行なう必要があると考えますか。

貴社のお考えをお聞かせください。」 

 

 この質問に対する回答の概要としては、第１に、一般競争入札ではなく指名競争入札を

増やしてほしい、という意見が多く見られた。この間、公共事業入札制度改革が進められ

てきたが、それは、一般競争入札の拡大、指名競争入札の縮小という形をとって進められ

てきた。川崎市でも 1,000 万円以上の案件は、原則として一般競争入札に付されることに

なっている。 

2007 年度、2008 年度の公共工事の実績を見てみると、2007 年度は全 1,116 件のうち一般

競争入札は 558 件（50％）、指名競争入札は 481 件（43.1％）、随意契約 77 件（6.9％）と

なっている。2008 年度は、全案件 1,159 件のうち、一般競争入札は 636 件（54.9％）、指名
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競争入札は 453 件（39.1％）、随意契約は 69 件（6.0％）、見積合わせが 1件（0.1％）とな

っている。 

指名競争入札の件数は、半数に届かないものの比較的多くなっている。しかし、これを

金額別にみると、一般競争入札が、2007 年度で全工事金額、約 642 億円のうち 600 億円程

度、2008 年度では全工事金額、約 616 億円のうち 498 億円程度となっており、いずれも公

共工事金額の大半を占めている。他方、指名競争入札による工事金額の合計は、2007 年度

でわずか 24 億円程度、2008 年度には約 28 億円程度に留まっている。全工事金額のうちわ

ずか 3％～4％程度である。 

指名競争入札を増やしてほしいという回答には、指名競争入札の対象となる工事の量・

金額いずれも増加してほしいという内容が含まれている。この回答の背景には、市内業者

が、公共工事を一定程度安定して受注できるように望んでいることが推察される。 

一般競争入札は基本的に入札参加要件を満たしていれば、参加可能である。工事によっ

ては、入札参加業者数が少ない場合もありえるが、入札に参加しようとする業者はその案

件にどのくらいの業者が参加しているかを知ることはできない。もちろん入札後には確認

できようが、指名競争入札に比べてより競争が激化するという側面が指摘できよう。 

川崎市の一般競争入札には、基本的に入札参加条件が設定されている。これは、「条件付

一般競争入札」と呼ぶことができる。しかし、上に確認したように、指名競争入札の増加

を望む声が多く聞かれており、川崎市の場合、「条件付」一般競争入札であっても、設定さ

れている条件について再検討の必要性を指摘できるかもしれない。 

なお、指名競争入札を望む声として、具体的には以下のようなものが見られた。 

 

「一般競争入札をやめて指名競争入札に替えればよい。直近に受注した業者は指名からはずす」 

 

「指名制度の再開。不適格業者も一般競争入札では参加可能なため」 

 

「指名競争、一般競争入札において、専門業ではない工務店やガラス工事の業者が入札に参加し最低価

格で落札している。そして、落札した工事を市外業者に発注している。入札は施工能力のある専門工事

業者に絞り、能力のない業者に落札させないようにしてほしい。指名競争入札で、予定価格は事後公表

にしてもらいたい」 

 

「過当競争を防止するには、全ての公共工事を指名入札として、工事金額は行政で決定。行政の出した

金額で施工可能な業者が受注。施工可能な業者が複数いる場合、くじ引きにすればよい。公平性が守ら

れ、無理な金額で受注しなくても良くなる。今は、公共工事も民間工事も少なくなっていて、競争する

なということ自体、無理がある」 

 

過当競争防止のために必要な施策として、第２に事前公表の廃止を希望する声が多く見
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られた。予定価格の公表方法に関するアンケート調査の結果については、のちに述べるが、

比較的規模の大きな企業では事後公表を望む傾向が見られる。 

なお、事前公表の廃止については、以下のような回答があった。 

 

「事後公表。入札参加資格の見直し、等」 

 

「業者のランク分けをしっかりと行い、中小と大手が同じ入札にならないようにする。通信においては、

ランクが分けられていないので、早急にランク分けしてほしい。予定価格事前公表の中止。一般競争で

はなく、特に小型案件については指名競争制度にすべき」 

 

「事前公表をやめる。総合評価方式をやめる。適正な単価を計上する（安すぎる）。指名競争入札にもど

す。役所も責任を持つ」 

 

第３に必要な施策として、最低制限価格の引き上げが望まれている。具体的にそれらの

意見をみると、次のようになっている。 

 

「最低制限価格 90％以上に。落札、契約した会社は 2～3 工事以上、入札参加出来ないようにして欲しい」 

 

「最低制限価格を 90％以上に。地域限定発注（例えば隣接 4区等）」 

 

また、最低制限価格と関連して、失格基準については、次のような意見が見られた。 

 

「妥当な価格以下で応札するパターンが続いていますが、失格システムを考えるべき。最低でも 90％前

後で設定してもらいたい」 

 

 これらの意見から、最低制限価格が低いと感じている業者が多いということが言えよう。

最低制限価格については、その水準がどのように設定されており、その水準についてどの

ように考えているのかを確認する必要があるが、その点についての回答は、４）入札辞退

状況と予定価格の公表、で確認する。 

近年、落札価格が設定された最低制限価格と同額であるという落札案件が増加している。

長野県では変動型最低制限価格により、失格基準を設けており、最低制限価格の設定方法

と設定範囲、さらには、適用範囲を含めて制度そのものが再検討される必要があると言え

るかもしれない。 

つづいて、第４に、入札競争の適正なルール設定を望む様々な回答が寄せられている。

それは、①技術評価に関するもの、②ランク設定に関するもの、③地域要件に関するもの、

に大きく大別できる。それぞれ見ていくと、まず、①技術評価に関するものとしては、次
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のような回答があった。 

 

「長野県のように実績と技術力を評価して、これを公表できるシステムを作るべきだと思います。長く

袖の奥まで知り合った実績ではなく、本当の会社の実績を公表すること」 

 

「工事完成後に点数を付け、完成度や品質、書類に不備があって点数が低い場合は、入札に参加させな

い、等のペナルティを与える」 

 

「類似公共工事の実績を評価し、点数化して入札価格の適否を決定できる仕組みとする」 

 

「技術審査に重点を置く競争入札もしくは、随意契約の推進」 

 

 また、②ランク設定に関するものとしては、次のような回答が見られた。 

 

「業者のランク分けをしっかりと行い、中小と大手が同じ入札にならないようにする。通信においては

ランクが分けられていないので、早急にランク分けしてほしい」 

 

「Ａランクには完工高制限を加える。最低でもその案件の２倍以上の完工高を要求する。Ｂ、Ｃ、Ｄラ

ンクには地域要件を強化する」 

 

 さらに、③地域要件に関するものについては、次のようになっている。 

 

「人口が 140 万人の大都市なので、一般競争の参加資格を、例えば 1000～3000 万円を 2～3 区の業者対

応にして、3000～5000 万円を 3～5 区対応、5000 万円以上を全市にするなど地域別に細かくしていただ

きたい。工事を１本受注したら、参加資格を停止するなどして均等に受注できるよう配慮してもらいた

い」 

 

 地域要件の強化については、この他にも、これまですでに取り上げた自由回答の中にも

確認できる。 

 いずれにしても、市内業者は過当競争防止策として、適正な競争のルール設定を求めて

いると言える。①技術評価に関するもの、では適正な技術水準を有した企業が受注できる

仕組みが求められているが、この背景の一要因として、「不良・不適格業者の排除」を望む

回答もいくつか見られた。 

 そして、ランク設定に関するものや地域要件に関するものについては、現在の地域設定、

ランク設定における入札競争では公平な競争性が確保できていないのではないか、という

ことが考えられる。ランク設定そのものの改正もさることながら、ランク設定がされてい

 18



ない業種に対するランクの設定も検討されてよいだろう。地域要件については、対象地域

が再検討されるとしても、単純に区ごととか複数の区ごと、というよりも、工事に対して

その工事を受注可能な入札参加有資格業者の数が、一定程度確保されていなければならな

いことが指摘されうる。 
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３）公共工事採算状況 

 ここでは、2008 年度の川崎市発注の公共工事について、工事の採算状況がどのようにな

っているのか、また、予定価格に対してどのような問題を感じているのかについて見てい

きたい。 

 

①公共工事採算状況 

表 3-1、図 3-1 は川崎市発注の公共工事の採算状況（完成工事総利益率）についての回答

である。全体で 139 件のうち少なくとも採算が取れたと回答された工事は 122 件、87.8％

となっている。しかし、この設問における採算状況は完成工事利益率であり、いわば粗利

益である。公共工事における採算状況がどのようになっているかを厳密に確認するには、

諸経費の状況を確認しなければならない。今回の質問ではその点までは踏み込んでいない

が、一般的に工事規模が小さくなれば諸経費の割合は大きくなると言える。今回、調査票

を回収できた業者の受注工事は、ばらつきはあるものの比較的少額といえる工事が多かっ

た。したがって、「0％以上 5％以下の利益の工事」という回答は 40 件あったが、これらの

工事では営業利益が赤字である可能性が高いと言える。 

他方、赤字の工事は全部で 17 件存在し、割合にして 12.2％になる。これらの赤字工事に

上述の「0％以上 5％以下の利益の工事」40 件を合わせると 57 件となり、割合にして実に

41.0％になる。 

 

表 3-1 公共工事採算状況 

項目 回答数 構成比
10％を超える利益の工事 33 23.7%
5％を超え10％以下の利益の工事 49 35.3%
0％以上5％以下の利益の工事 40 28.8%
小計 122 87.8%
0％を超え5％以下の赤字の工事 9 6.5%
5％を超え10％以下の赤字の工事 4 2.9%
10％を超える赤字の工事 4 2.9%
小計 17 12.2%
合計 139 100.0%  

 

※2008 年度落札工事件数は、127 件となっているが、質問は 2008 年度に完成した工事の採算状況について質問してい

るため、回答数に違いがあると考えられる。 
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図 3-1 公共工事採算状況図 

10％を超える利
益の工事, 23.7%

5％を超え10％
以下の利益の工

事, 35.3%

0％以上5％以下
の利益の工事,

28.8%

0％を超え5％以
下の赤字の工

事, 6.5%

5％を超え10％
以下の赤字の工

事, 2.9%

10％を超える赤
字の工事, 2.9%

 

 

②公共工事赤字の原因 

 表 3-2 は公共工事の採算（完成工事総利益率）が赤字だった工事について、その主な原因

の回答である。表 3-1 の示すとおり、赤字工事は 17 件となっており、その原因についての

回答も全部で 13 件に留まっている。内容について確認すると、「発注者の積算上の原因」

が 46.2％、「発注者の設計・施工管理上の原因」が 30.8％となっている。最も多い原因とし

て挙げられている「発注者の積算上の原因」からは、後に入札辞退の理由で見られるよう

に予定価格が低いという事態が推察される。また、「発注者の設計・施工管理上の原因」も

赤字の原因として大きな割合を占めている。サンプル数が少ないことから一概には言えな

いが、発注者側が、きめ細かな設計や適切な指示、あるいは指導を十分に行なえなかった

という可能性が指摘できるかもしれない。いずれにしても、これらの点をより明らかにす

るには、さらなる調査が必要である。 

 

表 3-2 赤字工事の原因 

原因 件数 構成比
発注者の積算上の原因 6 46.2%
発注者の設計・施工管理上の原因 4 30.8%
工事管理上原因 1 7.7%
下請業者の施工上の原因 1 7.7%
資金繰りの関係上やむなく受注 1 7.7%
合計回答数（複数回答者も含む） 13 100.0%  
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③公共工事実行原価と採算 

 表 3-3、図 3-2 は、公共工事の実行原価（現場管理経費を含む）と予定価格を比較した状

況について質問した回答である。これは、実行原価と予定価格を比較したものであるので、

実行原価と落札価格を比較したものではないことに注意が必要である。 

 回答を見ると、「予定価格を超過した工事」と「予定価格と実行原価が同程度の工事」が

合わせて 41％となっている。「予定価格を超過した工事」は、予定価格に対して 100％の落

札率でも赤字となる工事である。同様に、「予定価格と同額程度の工事」は 100％で落札し

ても利益ゼロとなるし、「予定価格を５％下回った工事」では予定価格に対して 95％以上の

落札率でなければ利益が出ない計算になる。 

 「予定価格を超過した工事」から「予定価格より 10％下回った工事」までの回答数は、

95 件（79.9％）とほぼ８割となっており、予定価格と実行原価の比較結果から、予定価格

自体、適正利潤を確保することが困難な価格となっている可能性が指摘できよう。 

 

表 3-3 公共工事実行原価と予定価格 

項目 回答数 構成比
予定価格を超過した工事 12 10.1%
予定価格と同額程度の工事 37 31.1%
予定価格より５％下回った工事 22 18.5%
予定価格より10％下回った工事 24 20.2%
予定価格より15％下回った工事 20 16.8%
予定価格より20％以上下回った工事 4 3.4%
合計 119 100.0%  

 

図 3-2 公共工事実行原価と予定価格 

予定価格を超過し
た工事, 10.1%

予定価格と同額程
度の工事, 31.1%

予定価格より５％
下回った工事,

18.5%

予定価格より10％
下回った工事,

20.2%

予定価格より15％
下回った工事,

16.8%

予定価格より20％
以上下回った工事,

3.4%
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④予定価格の問題点 

 表 3-4 は、設計・積算、予定価格についての問題点をどのように捉えているかの回答であ

る。複数回答も回答数に数えたため、合計数が回収票数より多くなっている。 

まず、「設計・積算や予定価格には問題はない」とする回答は約 13％と低くなっており、

入札参加業者は設計・積算、予定価格について、何らかの問題点を感じていることがわか

る。設計・積算、予定価格の問題点について、アンケートの内訳を見ると、１位「発注者

の設計が大雑把で計算外の仕事が多い」が 23 件（32.9％）、２位「発注者のトータルの予

定価格が低い」が 22 件（31.4％）、３位「発注者の設計労務単価が低い」が 14 件（20.0％）

の順になっている。特に、１位、２位の問題点に現れているように、発注者側の積算や予

定価格の低さに問題を感じていることがわかる。公共工事赤字の原因でも同様の問題点が

指摘されており、重要な点と言える。 

 

表 3-4 設計・積算、予定価格の問題点 

問題点 件数 構成比
発注者の設計が大雑把で計算外の仕事が多い 23 32.9%
発注者のトータル予定価格が低い 22 31.4%
発注者の設計労務単価が低い 14 20.0%
発注者の設計・積算や予定価格には問題ない 9 12.9%
工期が短いため無理な施工をせざるを得ない 2 2.9%
合計 70 100.0%  

 

 次に、表 3-5 は、設計・積算、予定価格の問題点と業種をクロス集計した結果である。設

計・積算、予定価格について問題があるとする回答数は、建築が 16 件、次いで土木が 12

件となっている。これは、今回回収できた調査票の業種では、建築 12 社、土木、空調・衛

生、電気が 8 社となっているからであろう。「発注者の設計が大雑把で計算外の仕事が多い」

という問題点に着目してみると、建築では 12 社中 5 社、土木では 8 社中 4 社、空調・衛生

では 8 社中 4 社、電気では 8 社中 3 社が問題だと回答している。調査票を回収できたそれ

ぞれの業種で約半数の企業は、発注者の設計・積算に問題があると捉えていることになる。 

 

表 3-5 設計・積算、予定価格の問題点と業種 
業種

問題

4 5 1 1 3 4 1 1 1 2

5.7% 7.1% 1.4% 1.4% 4.3% 5.7% 1.4% 1.4% 1.4% 2.9% 32.9%

1 3 1 5 1 1 1 2 4 1 2 2

1.4% 4.3% 1.4% 7.1% 1.4% 1.4% 1.4% 2.9% 5.7% 1.4% 2.9% 31.4%

1 3 1 1 1 1 3 1 2 1

1.4% 4.3% 1.4% 1.4% 1.4% 1.4% 4.3% 1.4% 2.9% 20.0%

1 1 2 2 1 1 1

1.4% 1.4% 2.9% 2.9% 1.4% 1.4% 1.4% 12.9%

1 1

1.4% 1.4% 2.9%

1 1 1 9 2 16 1 3 2 3 6 1 12 2 2 1 7 7

1.4% 1.4% 1.4% 12.9% 2.9% 22.9% 1.4% 4.3% 2.9% 4.3% 8.6% 1.4% 17.1% 2.9% 2.9% 1.4% 10.0% 100.0%

発注者のトータルの予
定価格が低い

発注者の設計が大雑把
で計算外の仕事が多い

設計労務単価が低い

発注者の設計・積算や予定
価格には問題はない

工期が短いため無理な
施工をせざるを得ない

合計

総計
水道
施設

造園 通信 電気 塗装 内装 舗装 防水 無回答
とび・
土工

土木
下水
管きょ

機械
空調・
衛生

建具 建築 消防

23

2

4

9

2

0

 23



４）入札辞退状況と予定価格の公表 

 ３）公共工事採算状況では、公共工事の採算状況と予定価格の問題点について見てきた

が、ここでは、入札を辞退したことがあるかどうか、また、その理由は何か、という設問

に対する回答を確認する。さらに、予定価格の公表方法として、事前公表がよいと考えら

れているのか、事後公表が望まれているのか、などについて、調査結果を概観したい。 

 

①入札辞退の状況 

表 4-1 入札辞退の状況 

 表 4-1はこの３年間で入札辞退をしたことがあったかどう

か、という質問に対する回答である。「入札を辞退したこと

がある」と回答した業者数は 59 社中 38 社にのぼり、構成比

で見ると 64.4％となっている。６割を超える業者が入札を辞

退したことがある結果となったが、「入札を辞退したことが

ない」と回答した 17 社のうち、5 社はこの１年間入札に参

加していない。その分を加味すると入札を辞退する業者の割合はさらに大きくなり、そも

そも入札に参加しない業者の存在も考慮すると、公共工事の落札、さらには入札参加自体

が困難になってきている

項目 件数 構成比
あった 38 64.4%
なかった 17 28.8%
わからない 0 0.0%
無回答 4 6.8%
合計 59 100.0%

と言えるのではないだろうか。 

 

図 4-1 入札辞退の状況 

あった, 65.5%

なかった, 29.3%

わからない, 0.0%

無回答, 5.2%
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②辞退理由 

 次に、入札辞退の理由について見てみよう。表 4-2 は、入札辞退の理由についての回答結

果である。最も多い回答は「予定価格が採算ベースに達しなかったから」で 18 件、構成比

42.9％となっている。公告時に事前公表されてきた予定価格が低いというところに入札辞退

の最も大きな原因が確認される。また、「低価格受注競争が激しいから」という理由も 11

件（26.2％）と大きな割合を占めている。公共、民間を問わず建設工事は減少傾向にあり、

業者間の競争が激化し、それがさらに工事価格を下げるという状況にある。この状況に歯

止めをかけるには、適正な価格の設定や取引関係のルールの構築が必要である。さらに、「技

術者の配置ができなかったから」という理由も 13 件、構成比 31％となっている。公共工事

を受注した場合、技術者を専任配置しなければならず、同じ配置技術者名で申請している

他の入札は辞退せざるをえない。公共工事に限らず、工事品質を確保するため、技術者の

配置は必要不可欠である。しかし、例えば、隣接する現場であった場合、などには技術者

の現場兼務の申請が認められるということが検討されても良いのではないか。 

 これら以外の辞退理由としては、自由回答として「自社工事が忙しい為」、「設計内容を

見てから判断する」、「経審届の遅れ」、「見積もりする時間がなかった」などの理由が挙げ

られている。 

 

表 4-2 入札辞退の理由 

辞退理由 件数 構成比
予定価格が採算ベースに達しなかったから 18 42.9%
技術者の配置ができなかったから 13 31.0%
低価格受注競争が激しいから 11 26.2%
下請業者が不足していたから 0 0.0%
合計 42 100.0%  

 

③予定価格公表方法 

表 4-3 予定価格の公表方法 

 表 4-3、図 4-2 は予定価格の公表方法について、

事前公表が望ましいか、事後公表にすべきかにつ

いての回答結果である。予定価格の事前公表は、

過度の価格競争が助長されている、最低価格に入

札が集中しくじ引き落札が増加している、などの

理由により業者団体から「事前公表廃止」の要望がだされ、川崎市においても予定価格の

事後公表が試行実施されている。今回の回答結果を見ると「事前公表がよい」「事後公表が

よい」はいずれも 25 件で同率になっている。したがって、この結果を単純に見ただけでは、

事前公表、事後公表のどちらが望まれているのか、断定できない。事前公表がよいか事後

公表がよいか、それぞれの回答業者の特徴を見る必要があ

項目 件数 構成比
事前公表がよい 25 42.4%
事後公表がよい 25 42.4%
どちらでもよい 5 8.5%
無回答 4 6.8%
合計 59 100.0%

る。 
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図 4-2 予定価格の公表方法 

事前公表がよい,
42.4%

事後公表がよい,
42.4%

どちらでもよい,
8.5%

無回答, 6.8%

 

 

最初に、資本金階層別に見てみよう。表 4-4 は資本金階層別に予定価格の事前公表と事後

公表について、どちらの公表方法が望ましいかという回答をクロス集計したものである。

しかし、このデータでは、事前公表と事後公表についてどちらがよいと考えているか、全

体のデータと同様ほぼ半数であり、特徴は抽出できなかった。 

 

表 4-4 資本金階層別予定価格公表方法 

公表方法
資本金階層

3 1
2 2

14 12 2 2 30
4 7 2 1
1 2
3 2 1

25 25 5 4 59

500万円未満
500万円以上1000万円未満
1000万円以上3000万円未満

総計
1億円以上10億円未満
5000万円以上1億円未満
3000万円以上5000万円未満

事前公表
がよい

総計無回答
どちらでも

よい
事後公表

がよい
4

14
3
6

 

 

 そこで、さまざまな回答と予定価格の公表方法についてのクロス集計を行った結果、以

下の項目との集計において、特徴が抽出できた。それは、「雇用技術者数と予定価格公表方

法」、「業者ランクと予定価格公表方法」、「公共工事受注金額合計と予定価格公表方法」で
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ある。以下、順に見ていきたい。 

まず、「雇用技術者数と予定価格公表方法」であるが、図 4-3 は雇用している技術者の数

と予定価格の公表方法についてのクロス集計結果を図にしたものである。技術者は公共工

事受注時の積算を担っていると考えられる。図 4-3 を見ると雇用している技術者数が 5 人

未満の企業では事前公表がよいとの回答が多くなっているが、技術者数が 5 人以上の企業

では、事後公表がよいとの回答割合が多くなっている。 

技術者を多数抱えている企業は技術者数が少ない企業よりも、積算を実施する能力が高

いと考えられる。これらのことから、技術者数の少ない企業では、より詳細な積算を実施

するよりも、事前公表された予定価格から入札価格を算出している可能性のあることが指

摘できよう。 

 

図 4-3 雇用技術者数と予定価格公表方法 

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

５人未満 5人以上10人未満 10人以上

事前公表

事後公表

 

 

 次に、「業者ランクと予定価格公表方法」のクロス集計結果を見てみよう。図 4-4 は業者

ランクと予定価格公表方法についてクロス集計したものである。A ランクの企業では、圧倒

的に事後公表がよいと回答されている。B ランクでは事前公表、事後公表は同率であるが、

ランクが C では事前公表が良いとする回答が多くなり、D ではほとんどの企業が事前公表

を希望していることがわかる。業者ランクが高い企業ほど事後公表がよいと回答している

という傾向が確認される。
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図 4-4 業者ランクと予定価格公表方法 

0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

20.0%

25.0%

30.0%

35.0%

40.0%

45.0%

50.0%

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ ナシ 無回答

事前公表

事後公表

 
 

 続いて、「公共工事受注金額合計と予定価格公表方法」について見てみよう。図 4-5 は「公

共工事受注金額合計と予定価格公表方法」についてのクロス集計結果を図で表したもので

ある。2008 年度の公共工事受注金額が 0 円、つまり 1 件も受注がなかった企業では、事前

公表がよいと考えている企業の割合が多くなっている。また、公共工事の受注金額が 1 億

円未満の企業においても、同様に事前公表がよいと回答した企業の割合が大きい。しかし、

受注金額 1 億円以上の企業になると、逆に、事後公表を望む回答が圧倒的に多くなってい

る。 

 

図 4-5 公共工事受注金額合計と予定価格公表方法 

0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

20.0%

25.0%

30.0%

35.0%

０円

10
00

万
円

未
満

10
00

万
円

以
上

30
00

万
円

未
満

30
00

万
円

以
上

1億
円

未
満

1億
円

以
上

無
回

答

事前公表

事後公表

 

 28



 さて、予定価格の公表方法についてどのような企業が事前公表、事後公表のどちらを希

望しているか、という点について見てきたが、その結果は次の通りであった。 

 まず、雇用している技術者の数からみると、雇用している技術者数が多いほど予定価格

は事後公表が望ましいという結果であった。次に、業者ランク別にみると、ランクの高い

企業ほど事後公表を望んでいることが確認された。そして、受注金額合計の階層別にみた

場合には、受注金額が 1 億円未満の場合には事前公表を希望する企業の割合が大きかった

が、1 億円以上受注している企業では事後公表がよいという回答割合が大きくなっている。 

 これらのことから、今回のアンケート調査における予定価格公表方法として、次のこと

が言えよう。すなわち、雇用している技術者の数が多く業者ランクが高く、さらに実際に

公共工事の受注金額が多い企業は、事後公表が望ましいと感じている、ということである。 

 

④最低制限価格 

 川崎市では予定価格３億円未満の工事について、予定価格の 70％～90％の範囲内で最低

制限価格が設定されている。最低制限価格は、2009 年４月までは予定価格の 70％～85％の

範囲内で設定するとされていたが、2009 年 5 月 1 日からは上限が 90％に見直されている。

上限の引き上げは評価されうるものであるが、アンケートの回答結果を見ると、「最低制限

価格の上限を予定価格の 90％以上に引き上げるべき」という意見が 28 件となっており、構

成比では約半数を占めている。次いで、多かったのは「最低制限価格は現状のままでよい」

という回答である。 

 

表 4-5 最低制限価格についての考え 

項目 件数 構成比
最低制限価格の上限を予定価格の90％以上に引き上げるべき 28 47.5%
最低制限価格は現状のままでよい 12 20.3%
最低制限価格の下限を予定価格の70％以上に引き上げるべき 9 15.3%
最低制限価格が適用される範囲を予定価格３億円以上に拡大するべき 3 5.1
無回答 7 11.9%
合計 59 100.0%

%

 
 

 また、最低制限価格については、次のような意見も見られた。 

 

「管理作業委託の最低制限価格の設定。例：水道局発注の樹木（植樹管理作業委託）現在最低制限価格

が設定されていないようですので、品質確保のためにも設けていただきたい」 

 

⑤歩切りについて 

 表 4-6 は、川崎市発注の公共工事において歩切りが行われているかどうかについて、どの

ように感じているかについての回答である。回答で最も多かったのは「わからない」で約

45％となっている。しかし、「現在も歩切りは行なわれている」は 19 件、32.8％と約３分
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の１の業者が現在も歩切りが行なわれていると感じている。歩切りは、国交省でも予算削

減などの理由で「都道府県によってはいまだに常習となっている」と認識している。川崎

市の職員へのヒアリングでは歩切りは行なわれていないという回答であったが、予定価格

づくりのより明確なルールが求められていると言えよう。 

 

表 4-6 歩切りの有無について 

項目 件数 構成比
わからない 26 44.1%
現在も歩切りは行われている 19 32.2%
過去には歩切りがあったが現在はない 6 10.2%
過去から現在まで歩切りは行なわれていない 2 3.4%
無回答 6 10.2%
合計 59 100.0%  
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５）公共工事発注政策 

 ここでは、川崎市発注の公共工事の発注政策について、①市内業者優先発注についての

改善すべき内容、②JV についての評価、③大規模工事の分離・分割発注についての評価、

④随意契約についての評価、⑤公契約条例についての認識、の５項目をどのように捉えて

いるのかを確認したい。 

 

①市内業者優先発注にする上での改善内容 

 表 5-1 は、市内業者へ優先発注する上で改善すべき内容についての回答である。市内業者

への優先発注について最も多かった回答は、「大規模工事を可能な限り分離・分割発注し、

市内業者が受注できるようにする」で、29 件（26.9％）であった。川崎市発注の公共工事

について、2008 年度の金額別発注金額の内訳を見ると、公共工事総額 617 億円のうち「１

億円以上の工事」が約 417 億円発注されており、実に 68％を占めている。これらの少なか

らぬ部分は、市外・準市内・ＪＶの大手企業に発注されており、市内業者が受注すること

は困難な状況になっている。この回答結果は、実際に入札に参加する市内業者が川崎市発

注の公共工事が大型工事に偏り発注されていると感じていることを裏づけるものであろう。 

 これにつづく回答は、「発注標準の改善とランク別業者数に見合った発注工事量の確保」

が 27 件（25％）、「地域要件を強化して、市外、準市内業者の入札参加を制限する」が 22

件（20.4％）となっている。「発注標準の改善とランク別業者数に見合った発注工事量の確

保」に問題を感じているということは、発注標準と業者のランクに実際にはズレがあるこ

とを示していると言えるかもしれない。実際に調査票の自由回答欄には、「特に A ランク内

では上位の業者と下位の業者に差がありすぎる」や、「ランク分けが経審の点数だけで行わ

れてしまうのは問題がある」などの回答が見られた。業者数や業者規模に応じたランク設

定と、ランクごとの発注標準金額など、検討されるべき課題が残されていると言えよう。 

 

表 5-1 市内業者優先発注にする上での改善内容 

改善内容 件数 構成比
大規模工事を可能な限り分離・分割発注し、市内業者が受注できるようにする 29 26.9%
発注標準の改善とランク別業者数に見合った発注工事量の確保 27 25.0%
地域要件を強化して、市外、準市内業者の入札参加を制限 22 20.4%
総合評価方式の評価項目に地域要件のポイントを高くする 12 11.1%
主観評価制度をより活用 7 6.5%
市内業者同士のＪＶ（共同企業体）を増やす 6 5.6%
準市内業者という地域区分をなくし市外業者とする 2 1.9%
無回答 3 2.8
合計 108 100.0%

%

 
 

②JV についての評価 

 JV についての評価は表 5-2 のようになっている。回答を確認してみると、「市内業者同士

の JV を増やすべき」が 32 件、54.2％と半数を超えている。川崎市では市内業者のみの JV
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が受注している工事が一定程度確保されている。市内業者１社では施工が困難な工事でも

市内業者の共同によって受注が可能になるということは、市内業者育成の観点からも重要

である。しかし、他方で、全国展開している市外業者が幹事企業となって実施されている

大規模工事が存在することも事実である。また、次いで多かったのは、「JV 方式による入

札はなくすべき」という意見で、15.3％となっている。自由回答にも、「ＪＶを組まなくて

も出来る仕事がＪＶで発注されていた」という意見が見られた。 

 

表 5-2 JV についての評価 

項目 回答数 構成比
市内業者同士のＪＶを増やすべき 32 54.2%
ＪＶ方式による入札はなくすべき 9 15.3%
JVと単独企業との混合入札を増やすべき 6 10.2%
市外業者と市内業者のＪＶを増やすべき 3 5.1%
無回答 9 15.3%
合計 59 100.0%  
 

③大規模工事の分離・分割発注についての評価 

 大規模工事の分離・分割発注については「従来どおり、大規模工事を総価契約で元請業

者に発注する方式で良い」と回答したのはわずか 4 件に留まっているが、「大規模工事は業

種ごとに分離できるものは分離発注すべき」が 32 件（54.2％）、「大規模工事はできるだけ

分割して発注すべき」が 16 件（27.1％）と大きな割合を占めている。 

 中小業者が大規模工事を受注する上で、分離・分割発注は大きな手段と言える。しかし、

例えば、分離発注は専門工事業者に直接発注することによりコスト削減の実現可能性を持

っているが、他方で、分割発注は重複する経費がかさみコストが増える場合や、発注側で

の負担が増加する可能性が存在することから、十分に吟味されなければならない。 

 

表 5-3 大規模工事の分離・分割発注についての評価 

項目 回答数 構成比
大規模工事は業種ごとに分離できるものは分離発注すべき 32 54.2%
大規模工事はできるだけ分割して発注すべき 16 27.1%
従来どおり、大規模工事を総価契約で元請業者に発注する方式で良い 4 6.8%
大規模工事は分離・分割発注でなくＪＶ方式にすべき 1 1.7%
無回答 6 10.2%
合計 59 100.0%  
 

④随意契約についての評価 

 表 5-4 は、随意契約についての回答結果である。随意契約については、「一定規模以下の

小額工事は地元業者に随意契約すべき」が 27 件（36.5％）、「工事の性質上、競争入札に適

さないものはできるだけ随意契約にすべき」が 26 件（35.1％）となっており、この２つで

回答の大半を占めている。 
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 会計法第 29 条５には「契約に係る予定価格が小額である場合その他政令で定める場合に

おいては、第一項及び第三項の規定にかかわらず、政令の定めるところにより、指名競争

に付し又は随意契約によることができる」と定められている。2008 年度の川崎市の随意契

約案件は全部で 69 件あったが、小額工事であることを理由に随意契約に付された案件はな

い。地方自治法第 234 条第 2 項には、随意契約によることができる場合が定められている

が、川崎市の随意契約案件のうち、大部分は「不動産の買入れ又は借入れ、普通地方公共

団体が必要とする物品の製造、修理、加工又は納入に使用させるため必要な物品の売払い

その他の契約でその性質又は目的が競争入札に適しないものをするとき」に該当している。 

 また、「大手企業の受注案件に随意契約が多いのは適正ではない」という意見も 10 件、

13.7％あったが、次のような自由回答があった。 

 

「ごみ焼却施設に関する工事において、プラントメーカーへの随意契約が行なわれているが、これはお

かしい。プラントメーカーでないと、あたかも施工できないと『理由書』に書かれているが、そんなこ

とはない。川崎市の努力不足である。他の自治体は既に入札制度改革により、上記分野においても『入

札』が行なわれている。プラントメーカーの言いなりでは、入札制度改革は実現できない。参考までに

神奈川県内でも上記分野においてプラントメーカーを排除し、中小企業が落札してきちんとした施工が

行なわれている。それにより、プラントメーカーの 1/3 くらいの予算で施工ができる。本年から大磯町

でも随意契約から『一般競争入札』に切り替えている。おそらく町長が代わられたこともあるのだろう

が、プラントメーカーでなくてもできるとふんだからであろう。この分野においては、予定価格があま

りにも高すぎる。随意契約の見直しをするべきである。プラントメーカーでないと施工できないという

のは『ウソ』。言い訳にすぎない。実際にプラントメーカーでない会社が工事を行なっている自治体はい

くらでもある。」 

 

 ここには、大型案件を一括で随意契約発注していることに対する問題点が述べられてい

る。大規模プラントメーカーでなく市内の業者に発注すれば、地域経済振興につながると

ともに、公共工事費も大幅に節減できるという内容である。 

 

表 5-4 随意契約についての評価 

 

項目 回答数 構成比
一定規模以下の小額工事は地元業者に随意契約すべき 27 36.5%
工事の性質上、競争入札に適さないものはできるだけ随意契約にすべき 26 35.1%
大手企業の受注案件に随意契約が多いの適正ではない 10 13.5%
設備の修理や加工を行うメーカー発注に随意契約が多いのは適正でない 5 6.8%
現状のままでよい 2 2.7%
無回答 4 5.4%
合計 74 100.0%

 

 33



⑤公契約条例についての認識 

 2009 年 9 月、千葉県野田市において、全国で初めて「公契約条例」が制定された。野田

市の「公契約条例」は次の目的をもって制定されている。 

 「この条例は、公契約に係る業務に従事する労働者の適正な労働条件を確保することに

より、当該業務の質の確保及び公契約の社会的な価値の向上を図り、もって市民が豊かで 

安心して暮らすことのできる地域社会を実現することを目的とする。」 

 具体的には、予定価格が１億円以上の工事又は製造の請負契約、又は、予定価格が 1000

万円以上の工事又は製造以外の請負の契約のうち、市長が別に定めるもの、について、労

働者に対して別に定められた最低額以上の賃金を支払わなければならない、というもので

ある。 

 アンケートを見ると、「必要である」と回答したのは 29 社で半数にのぼる。「わからない」

17 社、「無回答」4 社を合計した 21 社を全回答業者 59 社から除いた 38 社で換算すると、

その割合は 75％以上になる。条例の内容を知っている業者のほとんどが公契約条例の必要

性を認識していると言えよう。千葉県野田市の公契約条例には、「予定価格１億円以上の工

事」という制限がついていることや、適用される労働者の範囲に曖昧な部分があるという

点に問題が残されているが、こうした条例が広がることは建設産業にとって大きな意味を

持っている。 

 

表 5-5 公契約条例についての認識 

項目 回答数 構成比
必要である 29 49.2%
必要でない 9 15.3%
わからない 17 28.8%
無回答 4 6.8%
合計 59 100.0%  
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図 5-1 公契約条例についての認識 
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⑥改革すべき入札制度内容 

次に、川崎市の入札制度について、どのような点が改革されるべきであると考えている

のか、質問 19 を設けて、自由に回答していただいた。質問 19 は、「川崎市の入札制度につ

いて改革すべき内容をご自由にお書きください」というものである。 

回答の主要なものを挙げれば、以下のとおりである。 

 

 「指名競争入札制度が良い」 

 

 「施工評価を入札に反映させるような制度を作る。良質な製品を提供できない業者を減らす」 

 

「Ａランクにおいて、業者数を確保する必要はあると思うが、Ａの最低と最高では、経審の点数はもち

ろん、実態として会社の規模が違いすぎる。特にＪＶ発注案件において、スポンサーとなれる会社に別

段の制限（点数ないし完工高）を設けてもらいたい」 

 

 「不良・不適格業者の入札参加排除」 

 

 見られるように、質問４「過当競争防止施策」に対する回答と同じような内容となって

いる。激化する競争を緩和するためにも、入札制度の改革が大きく望まれている。また、

この設問に対する解答として、比較的多かったと言えるのは、予定価格に関する回答であ

る。それらを確認すると、次のようになっている。 
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 「予定価格の事前公表は避け、最低制限価格を引き上げる。（85％程度まで）」 

 

 「予定価格が安い。設計書でみている建設機械等を入札前に公表し、質問期間を設ける」 

 

 「予定価格の事前公表を取り消すなら、使用歩掛りの掲載や見積業者や製品の価格公表を望む」 

 

 さらに、地域業者、中小業者に関する回答として、次の回答が挙げられる。 

 

 「市内中小企業育成のため市内中小企業は必ず条件に入れる。現在の入札状況の多くは分離発注である

ので、100％分離にしてほしい」 

 

 「地元業者優先。最低制限価格変動。専門業者に分離発注増大」 

 

 いずれも、地域に根ざす地元建設業振興を望む声である。川崎市の公共工事発注では、

市内業者限定のものが少なくない。しかしながら、それでも上記のような声が回答されて

いることを考えると、地域要件について、さらに検討される必要があると言えよう。 

 最後に、これら以外の特徴的な回答として、２、３紹介しておきたい。 

 

 「設計内訳書の内容・規格などが各建設センターは設計者によって違いがありすぎる。統一性をもたせ

るべき」 

 

 「県の入札用設計書を見習い、一式計上をなくし、採用した見積金額を明らかにする等、業者が普通に

積算できるようにする。そして予定価格の事後公表を行なうべき」 

 

 36



６）地域建設業の振興に向けて 

 最後に、地域建設業の振興に向けて、①現在どのような経営上の悩みがあるのか、②今

後の地域建設業振興のため、川崎市に要望することは何か、という点についての回答を確

認したい。 

①事業経営上の悩み 

表 6-1 事業経営上の悩み 

項目 回答数 構成比
受注価格の低下 43 26.1%
受注量の減少 41 24.8%
今後の公共工事の減少 21 12.7%
今後の民間工事の減少 12 7.3%
建設産業の見通しがない 10 6.1%
優秀な技術者不足 9 5.5%
後継者難 6 3.6%
熟練技能者不足 5 3.0%
コストダウンが困難 5 3.0%
金融機関の貸し渋り 4 2.4%
赤字工事が多く利益が減少 4 2.4%
資金繰りの困難 3 1.8%
人員の過剰 1 0.6%
回収不能の売掛金の増加 1 0.6%
技術や制度の変化についていけない 0 0.0%
合計 165 100.0%

 事業経営上の悩みについては

15 項目を設け、大きいものを３つ

以内で回答を選んで頂いた。その

回答数と構成比は表 6-1 のように

なっている。最も回答数が多かっ

たのは、「受注価格の低下」で 43

件（26.1％）であり、次いで「受

注量の減少」が 41 件（24.8％）

となっている。建設産業全体の工

事量が減少傾向にある中で、競争

が激化して受注価格が下落傾向

にあることが問題となっている。  

 さらに、「今後の公共工事の減少」が 21 件（12.7％）、「今後の民間工事の減少」が 12 件

（7.3％）と続いており、減少傾向にある工事量が今後ますます減少していくのではないか、

という悩みを抱えている。そして、「建設産業の見通しがない」と回答した業者も 10 社あ

り、建設産業の将来に不安を抱いている状況となっている。 

 地域建設産業が回復するには、今後の工事受注量の確保と受注価格の低下傾向に歯止め

をかけることが不可欠である。そのような観点からも公共工事は地域経済にとって重要な

役割を担っている。また、これらの悩み以外にも技術者や後継者の不足、金融機関の貸し

渋りや困難な資金繰り、など問題は多岐に亘っている。 

 なお、自由回答には次のような意見が寄せられている。 

 

「銀行の貸し渋りに困っている」 

 

「下請いじめが多すぎる（赤字工事、回収不能、技術の低下）」 

 

 ②川崎市への要望 

 市内業者の川崎市への要望は回答数の多い順に「市内業者向け公共工事の拡大」39 件

（26.2％）、「不良不適格業者の排除施策」27 件（18.1％）、「過度な競争を防止する施策」

20 件（13.4％）となっている。事業経営上の悩みで確認したように、工事量が絶対的に減
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少しており、「市内業者向けの公共工事の拡大」を切に望んでいることがわかる。特に、川

崎市は大型公共事業の割合が大きくなっており、その点からも市内業者向けの公共工事が

拡大されて良いのではないだろうか。また、２位には「不良不適格業者の排除施策」が続

いているが、その点に関しては次のような自由回答が寄せられている。 

 

「もう少し建設業（会社を作る為）の認可を厳しくするようにしてもらいたい。会社がつぶれても、２、

３ヶ月後にまた会社を作り始めるケースが多すぎる。」 

 

 また、３位には「過度な競争を防止する施策」の実施が望まれており、ますます少なく

なる公共工事の入札に多くの業者が参加し、受注価格競争が激化している現状が見られる。 

 「建設労働者の賃金の向上」や「各職種の若手技能者の養成の支援」、「若手技術者の建

設業参入および技術の養成への支援」も喫緊の課題となっており、建設産業が再生産され

るためにも、公契約条例の制定や就労支援など行政の役割はますます大きくなっていると

言えよう。 

 

表 6-2 川崎市への要望 

-

項目 回答数 構成比
市内業者向け公共工事の拡大 39 26.2%
不良不適格業者の排除施策 27 18.1%
過度な競争を防止する施策 20 13.4%
専門工事業の元請受注の拡大 12 8.1%
各職種の若手技能者の養成への支援 11 7.4%
建設労働者の賃金向上 11 7.4%
若手技術者の建設業参入および技術の養成への支援 9 6.0%
市行政機関に建設業振興のための部署を設ける 6 4.0%
公的融資の拡大 6 4.0%
元請・下請関係の適正化指導 3 2.0%
経営相談を含めた企業への具体的支援 2 1.3%
新分野進出への支援 2 1.3%
品質管理能力向上への支援 1 0.7%
重層下請解消への施策 0 0.0%
合計 149 100.0%  
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２．アンケート調査のまとめ 
 

 さて、これまでアンケート調査の結果について、各設問に沿ってそれぞれ概観してきた。

ここでは、それらの調査結果について簡単にまとめてみたい。 

 

（１）アンケート結果からみえた問題点 

 今回のアンケートの結果をみると、川崎市内の建設事業者が最も大きな問題点であると

感じているのは、工事の受注量の低下と受注価格の低下である。さらに、今後の受注量の

低下、受注価格の低下も懸念されており、事業そのものが継続できるのかという不安を抱

いている状況であることがわかる。 

 建設産業に対する投資は過去 20 年間、一貫して減少を続けており、国内総生産に占める

建設投資の比率は、1990 年度には 18％程度であったが、2008 年度には 9.5％まで落ち込ん

でいる。この傾向は、川崎市内においても同様に確認される。本アンケートの結果をみる

と、公共工事に比べて民間工事の受注比率が高くなっている。その要因の１つとして、民

間工事の減少率に比べて公共工事の減少率が大きいということが挙げられよう。公共工事

は、小泉内閣の構造改革路線に従って、2000 年度以降、減少を続け、その投資水準は 2008

年度には 2000 年度の 50％程度にまで激減している。特に、国の削減割合に比べて市町村

の減少額が大きくなっており、地方の工事が集中して削減されている。 

 また、このような状況の中、談合問題をきっかけとして公共工事発注政策の改革が進め

られてきた。行政機関と業者の癒着、あるいは談合問題で特に問題とされたのは、工事価

格の高止まりと高い落札率での受注であった。これらの問題を受けて、公共工事発注制度

と入札制度は競争性を重視した改革が実施されてきた。ところが、建設投資の減少と競争

性を重視した入札制度改革によって、低価格受注競争は激化してきている状況である。特

に、地方公共団体の発注する公共工事の減少が大きく、地域の建設業者の倒産が相次いで

いる。このような問題を背景として、今回のアンケート結果でも、過当競争が大きな問題

とされており、過当競争の防止と市内業者向けの公共工事拡大が切に望まれている。 

 アンケートの結果では、過当競争の防止施策として、指名競争の増加、発注標準と格付

の改善、地域要件設定の再検討などが指摘されている。格付のない業種では格付の設定が

望まれており、格付のある業種では、その格付基準が問題とされている。格付については、

ランク内での資本規模の格差を指摘する意見がみられた。 

 次に、川崎市発注の公共事業における問題点として、予定価格に関するものが挙げられ

ている。入札を辞退したことがあるとの回答は 65％を超えているが、予定価格が採算ベー

スに達しなかったから、という原因が最も多くなっている。また、それを裏付けるものと

して予定価格と実行原価を比較した回答をみると、受注した公共工事で適正な利潤を得る

ことが難しくなっている状況が伺える。これらは、入札に参加した事業者の回答からみえ

る問題点であるが、そもそも入札に参加しなかった、あるいは落札できなかったとの回答
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も４割程度あり、市内業者は公共事業での受注が困難になっていることがわかる。 

 また、最低制限価格制度についてみると、上限を 90％以上に引き上げて欲しいという意

見が大半を占めており、歯止めのかからない価格競争に対する施策が望まれている。 

 アンケートの結果から、市内業者は、受注量と受注価格の低下を中心に、地域での仕事

を確保することが困難になっている状況であることがわかる。 

 

（２）地域建設業の再生と地域経済の振興に向けて 

 サブプライム・ローンの破綻に端を発したアメリカの金融危機が深刻化する中で、近年、

日本経済も大幅に落ち込んでいる。そのような状況の中、内需主導型経済構造の確立が大

きな課題となっているが、公共事業はその中でも重要な焦点となっている。公共事業政策

は、時代とともにその役割を変化させ推移してきた。インフラの整備や需要の掘り起こし、

景気対策や地方経済の振興施策など、様々な側面が指摘できる。ところが、既にみたよう

に、公共事業は 2000 年度前後から大幅に減少しはじめ、地域建設業者の衰退や倒産をもた

らし、地域経済に大きな打撃を与えている。 

 内需主導型経済構造を確立するためには、一部の都市地域に偏った経済発展ではなく、

地方公共団体単位での地域内の循環経済が確立される必要がある。市町村などの基礎自治

体を単位として、当該地域に根ざす産業の育成や、地域住民生活に関わる医療や社会福祉

の充実などに投資されることが望まれる。それらが実施されることによって、地域経済の

振興と雇用創出が図られ、地域内での経済基盤が強化されよう。建設業は、地域経済の重

要な担い手である。そして、地域建設業への投資は、地域での雇用を促進し、商店や建設

関連産業など地域に根ざす産業への波及効果が高いということができる。 

 競争性のみが重視され改革されてきた入札制度は、低価格受注競争の激化をもたらして

いる。公共工事は市民の税金を原資としており、公正な入札・契約、設計・積算等が実施

され、業者間における適度な競争性が確保される必要がある。さらに、その実施経過と結

果の公開が求められる。他方で、公共事業は完成物の品質や安全性の確保、地域経済の振

興という役割も求められており、公正で公平、かつ地域建設業振興にも目を向けた公共工

事発注政策が求められる。 

 アンケートから明らかになった問題点との関連でいえば、まず、入札参加資格を有する

業者がある程度入札に参加し、落札可能な発注政策が採られることが望まれる。アンケー

トの回答にあったように、落札できなかった、あるいは入札そのものに参加しなかった業

者は４割近くにのぼっている。川崎市発注の公共工事は大型工事に偏っているという特徴

があるが、アンケートの結果では、大型工事は分離・分割発注すべきとの回答が多くなっ

ており、特に、中小業者の入札参加機会を確保する必要がある。 

C、D ランクの業者に対する工事量を確保するために、発注標準の改善、格付基準の再検

討なども有効な手段といえる。特に、アンケートの自由回答には、経審の点数で格付が決

まってしまうと高いランクになるほど、ランク内部での規模が違いすぎるという意見があ
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った。これらの結果にみられる特徴として、入札競争が同じ条件の業者間での競争でなく

なっているということがいえる。 

また、予定価格に関する問題点としては、予定価格水準の適正性が問われる。アンケー

ト結果をみると、入札辞退の原因や予定価格に関する問題点として、予定価格の水準が低

いという意見が多くみられた。実行予算との比較では適正な利潤の確保が困難となってい

ることから、予定価格の積算に使われる資材価格や設計労務単価の見直しが求められてい

るということがいえよう。 

最後に、公契約条例について触れておきたい。本アンケートの結果をみると、公契約条

例を認識している事業者のうち、７割以上が公契約条例の制定を必要と感じていることが

わかる。公共工事は地域の建設事業者によって担われることが望ましいが、それは、そこ

に雇用される労働者がその地域で経済活動を行うことによって、地域の経済・産業が総体

として発展していく可能性を持っているからである。だが、そのためには、公共工事に従

事する労働者に適正な賃金が支払われることが必要である。公契約条例は公共工事に従事

する労働者に支払われる賃金を一定程度保障するものであり、建設産業そのものが再生産

されていくためにも重要な意味を持っている。 

地域内での循環型経済を確立するために、地方公共団体は非常に重要な位置を占める存

在である。地方公共団体は、地域での公共工事発注だけでなく、福祉や医療の分野でも大

きな役割を担っている。その意味で、川崎市の果たす役割はますます重要になっており、

地域経済振興の視点から、公共工事発注政策の改善や公契約条例の制定が望まれている。
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３．自由回答一覧 

 

「自由回答一覧」は、自由回答欄の回答と設問ごとに用意された項目以外の回答につい

て、まとめたものである。自由回答欄を大きく設けた設問は、質問４、質問１９、質問２

０、質問２１である。一覧にはこの設問以外の自由回答も載せられているが、これは、用

意された項目以外の回答である。 

（）内は、資本金（①1000 万円未満、②1000 万円以上 5000 万円未満、③5000 万円以上）

／業種／ランク〔ランク付業種のみ〕／入札参加件数―落札件数／受注金額（0 円、1000

万円未満、1000 万円以上 5000 万円未満、5000 万円以上 1億円未満、1億円以上に分類）。 

 

自由回答一覧 

質問４：過当競争防止施策 

○「地域性を考慮した参加条件付入札」（②／土木／Ｂ／８－０／０円） 

○「最低制限価格 90％以上に。落札、契約した会社は 2～3工事以上、入札参加出来な

いようにして欲しい」（②／建築／Ａ／１５－１／1億円以上） 

○「安ければなんでもよいのかと疑問に思う」（①／空調・衛生／Ｃ／４－１／1000 万円

未満） 

○「長野県のように実績と技術力を評価して、これを公表できるシステムを作るべきだ

と思います。長く袖の奥まで知り合った実績ではなく、本当の会社の実績を公表するこ

と」（①／軽微／０－０／０円） 

○「事後公表。入札参加資格の見直し、等」（③／土木／Ａ／４０－６／1億円以上） 

○「妥当な価格以下で応札するパターンが続いていますが、失格システムを考えるべき。

最低でも 90％前後で設定してもらいたい」（②／建築／Ａ／０－０／０円） 

○「業者のランク分けをしっかりと行い、中小と大手が同じ入札にならないようにする。

通信においては、ランクが分けられていないので、早急にランク分けしてほしい。予定

価格事前公表の中止。一般競争ではなく、特に小型案件については指名競争制度にすべ

き」（②／通信／２５－６／1000 万円～5000 万円） 

○「最低制限価格を 90％以上に。地域限定発注（例えば隣接 4 区等）」（②／土木／Ａ

／２２－６／1億円以上） 

○「最低制限価格」（②／建築／Ｃ／０－０／０円） 

○「総合評価落札方式でも、最低制限価格を守らせる」（②／舗装／Ｂ／８－１／1000

万円～5000 万円） 

○「最低制限価格を設け、下回る業者はすべて失格としたほうが良い」（②／空調・衛

生／Ａ／３９－１／1000 万円未満） 

○「Ａランクには完工高制限を加える。最低でもその案件の２倍以上の完工高を要求す

る。Ｂ、Ｃ、Ｄランクには地域要件を強化する」（③／空調・衛生／Ａ／１０－２／1
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億円以上） 

○「工事完成後に点数を付け、完成度や品質、書類に不備があって点数が低い場合は、

入札に参加させない、等のペナルティを与える」（③／建築／Ｃ／４－０／０円） 

○「類似公共工事の実績を評価し、点数化して入札価格の適否を決定できる仕組みとす

る」（②／空調・衛生／Ａ／１１－２／1億円以上） 

○「過当競争を防止するには、全ての公共工事を指名入札として、工事金額は行政で決

定。行政の出した金額で施工可能な業者が受注。施工可能な業者が複数いる場合、くじ

引きにすればよい。公平性が守られ、無理な金額で受注しなくても良くなる。今は、公

共工事も民間工事も少なくなっていて、競争するなということ自体、無理がある」（②

／建築／Ｃ／１０－２／1000 万円未満） 

○「指名制度の再開。不適格業者も一般競争入札では参加可能なため」（②／空調・衛

生／C／２２－３／1000 万円～5000 万円） 

○「工事予定価格を全て事後公表にすべき」（②／電気／A／７－１／1000 万円～5000

万円） 

○「専門工事業者で競争入札を行なう。例：一般競争入札で工事内容が主に造園工事で

あれば主たる業種の専門業者の入札参加を優先させる」（②／造園／２５－５／1000 万

円～5000 万円） 

○「公共工事の絶対量不足の解消。不適格業者の排除」（③／舗装／１０－２／1000 万

円～5000 万円） 

○「指名工事は平均して指名してほしい。偏りがみられる。指名工事金額を 1000 万円

以下でなく、1500 万円くらいまであげてほしい」（②／土木／C／無回答―３／無回答） 

○「技術審査に重点を置く競争入札もしくは、随意契約の推進」（③／建築／C／０－０

／０円） 

○「発注件数を増やす。不良業者の排除」（②／土木／B／４９－８／1 億円以上） 

○「価格だけによらない競争入札制度」（②／空調・衛生／A／３－０／０円） 

○「一般競争入札をやめて指名競争入札に替えればよい。直近に受注した業者は指名か

らはずす」（②／電気／A／６－６／1000 万円未満） 

○「最低価格未公開」（②／建具／１０－１／1000 万円未満） 

○「予定価格の未公表。最低価格の設定。提案型入札物件の増。ＪＶの代表者には条件

を強化」（③／建築／A／０－０／０円） 

○「事前公表をやめる。総合評価方式をやめる。適正な単価を計上する（安すぎる）。

指名競争入札にもどす。役所も責任を持つ」（②土木／B／２１－７／1 億円以上） 

○「不良不適格業者の排除。低入札制度の廃止。最低制限価格の見直し（引き上げ）。

受注件数の制限」（③／建築／A／４６－６／1億円以上） 

○「人口が 140 万人の大都市なので、一般競争の参加資格を、例えば 1000～3000 万円

を 2～3 区の業者対応にして、3000～5000 万円を 3～5 区対応、5000 万円以上を全市に
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するなど地域別に細かくしていただきたい。工事を１本受注したら、参加資格を停止す

るなどして均等に受注できるよう配慮してもらいたい」（②／造園／１５－５／1000 万

円～5000 万円） 

○「件数の少ない工事を召集の業者で一般公募のためにたいへん少ない。出来れば、上

級の発注の仕事を分割できれば、件数を増やして受注する業者を多くする」（②／空調・

衛生／B／２－０／０円） 

○「指名競争、一般競争入札において、専門業ではない公務店やガラス工事の業者が入

札に参加し最低価格で落札している。そして、落札した工事を市外業者に発注している。

入札は施工能力のある専門工事業者に絞り、能力のない業者に落札させないようにして

ほしい。指名競争入札で、予定価格は事後公表にしてもらいたい」（②／建具／５－０

／０円） 

 

 

質問８：設計・積算、予定価格の問題点 

○「現在はそうでもないが、３年ほど前の商品市況（特にステンレス）が高騰した際、

単価がそれ以前のため、現況に即しておらず利益がほぼゼロになった。赤字にならなか

ったので、補償もなかった」（③／空調・衛生／A／１０－２／1億円以上） 

○「見積もりで積算するので、価格がわからない」（５②／造園／１５－５／1000 万円

～5000 万円） 

○「材料価格の上昇」（②／空調・衛生／B／２－０／０円） 

 

 

質問１０：辞退の理由 

○「自社工事が忙しい為」（②／建築／D／２－１／1000 万円未満） 

○「施工技術者の関係で」（②／消防／１０－１／1000 万円～5000 万円） 

○「設計内容を見てから判断」（②／土木／B／４９－８／1 億円以上） 

○「経審届の遅れ」（②／建具／１０－１／1000 万円未満） 

○「見積もりする時間がなかった」（②／造園／１５－５／1000 万円～5000 万円） 

 

質問１２：最低制限価格についての考え 

○「とび・土工、塗装の工事(降雨通安全施設工事）では億単位の工事がないためなん

ともいえない」（②／とび・土工／無回答―１８／1000 万円～5000 万円） 

 

質問１４：市内業者優先発注のための改善内容 

○「大規模工事がないためなんとも言えない」（②／とび・土工／無回答―１８／1000

万円～5000 万円） 

 44



 

質問１５：JV についての考え 

○「ＪＶを組まなくても出来る仕事もＪＶでの発注あり」（②／土木／B／４９－８／1

億円以上） 

○「構成員をＡまたはＢとして、応札数を増やすべき」（③／建築／A／４３－６／1億

円以上） 

 

質問１９：改革すべき入札制度の内容 

○「交通安全施設の専門業者（殆どが小企業）としては、１件の発注金額が 100～500

万円のものが大半で、工期も長いものが多く、現在の現場代理人の常住義務の緩和程度

では、会社経営は無理。緩和の条件を金額によって件数と地域を広くしてもらいたい。」

（②／とび・土工／無回答―１８／1000 万円～5000 万円） 

○「落札業者がすべて下請に流すのはおかしい。」（①／空調・衛生／C／４－１／1000

万円未満） 

○「指名競争入札制度が良い」（②／無回答／０－０／０円） 

○「施工評価を入札に反映させるような制度を作る。良質な製品を提供できない業者を

減らす」（③／土木／A／４０－６／1 億円以上） 

○「予定価格が安い。設計書でみている建設機械等を入札前に公表し、質問期間を設け

る」（②／舗装／B／８－１／1000 万円～5000 万円） 

○「Ａランクにおいて、業者数を確保する必要はあると思うが、Ａの最低と最高では、

経審の点数はもちろん、実態として会社の規模が違いすぎる。特にＪＶ発注案件におい

て、スポンサーとなれる会社に別段の制限（点数ないし完工高）を設けてもらいたい」

（③／空調・衛生／A／１０－２／1 億円以上） 

○「入札公表した物件を各業者に案内通知を出すのは良いことであり、評価する。川崎

市住宅公社の入札で最低制限価格が 2/3 以内で落札はひどすぎる。早急に改善すべき」

（①／空調・衛生／B／１－１／1000 万円～5000 万円） 

○「ごみ焼却施設に関する工事において、プラントメーカー随意契約が行なわれている

が、これはおかしい。プラントメーカーでないと、あたかも施工できないと「理由書」

に書かれているが、そんなことはない。川崎市の努力不足である。他の自治体は既に入

札制度改革により、上記分野においても「入札」が行なわれており、プラントメーカー

にまかせておけばよいという発想がダメ。プラントメーカーの言いなりでは、入札制度

改革は実現できない。参考までに神奈川県内でも上記分野においてプラントメーカーを

排除し、中小企業が落札してきちんとした施工が行なわれている。それにより、プラン

トメーカーの 1/3 くらいの予算で施工ができる。本年から大磯町でも随意契約から「一

般入札」に切り替えている。おそらく町長が代わられたこともあるのだろうが、プラン

トメーカーでもできるとふんだからであろう。この分野においては、予定価格があまり
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にも高すぎる。高くても、メーカーまかせ。自分たちが困るわけでもなく所詮税金、と

いう考えは時代にそぐわない。随意契約の見直しをするべきである。プラントメーカー

でないと施工できないというのは「ウソ」。言い訳にすぎない。実際にプラントメーカ

ーでない会社が工事を行なっている自治体はいくらでもある」（②／機械／無回答） 

○「管理作業委託の最低制限価格の設定。例：水道局発注の樹木（植樹管理作業委託）

現在最低制限価格が設定されていないようですので、品質確保のためにも設けていただ

きたい」（②／造園／２５－５／1000 万円～5000 万円） 

○「まだ入札に参加していないため、改革点が不明」（③／建築／C／０－０／０円） 

○「不良・不適格業者の入札参加排除」（②／土木／B／４９－８／1億円以上） 

○「市内中小企業育成のため市内中小企業は必ず条件に入れる。現在の入札状況の多く

は分離発注であるので、100％分離にしてほしい」（②／電気／A／６－６／1000 万円未

満） 

○「地元業者優先。最低制限価格変動。専門業者に分離発注増大」（②／建具／１０－

１／1000 万円未満） 

○「県の入札用設計書を見習い、一式計上をなくし、採用した見積金額を明らかにする

等、業者が普通に積算できるようにする。そして予定価格の事後公表を行なうべき」（②

／土木／B／２１－７／1 億円以上） 

○「設計内訳書の内容・規格などが各建設センターは設計者によって違いがありすぎる。

統一性をもたせるべき」（②／無回答／６０－２０／1 億円以上） 

○「予定価格の事前公表を取り消すなら、使用歩掛りの掲載や見積業者や製品の価格公

表を望む」（②／造園／１５－５／1000 万円～5000 万円） 

○「予定価格の事前公表は避け、最低制限価格を引き上げる。（85％程度まで）」（②／

空調・衛生／B／２－０／０円） 

 

質問２０：事業経営上の問題点 

○「主たる３つなら、①受注量の減少、②受注価格の低下、⑮建設産業の将来見通しが

ない、だが、それ以外にも、⑧金融機関の貸し渋り、⑨資金繰りの困難、⑪赤字工事が

多く利益が減少、⑬今後の民間工事の減少、も悩みである」（②／建築／C／１０－２／

1000 万円未満） 

○「下請いじめが多すぎる（赤字工事、回収不能、技術の低下）」（②／無回答／０－０

／０円） 

 

質問２１：地域建設業振興のため、川崎市に要望すること 

○「社会保険不加入業者締め出し施策により締め出されました。こんな余分なことを考

えているから実績・技術力を持つ業者は胡散臭い入札から離れていくのだと私は考え

る」（①／軽微／０－０／０円） 
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○「ランクをつける際、経審の点数だけで行なっているため、当社（特定建設業でない

一般建設業）のような規模で、Ａランクになってしまうことがある。現場代理人の専任

だったり、下請金額の制限もあるので、Ａランクの仕事は事実上無理である。ランク付

けの際、企業規模も参考にしてほしい」（①／電気／B／無回答） 

○「公共工事量の拡大を切にお願いしたい」（③／塗装／１０－２／1000 万円～5000 万

円） 

○「市内中小業者で施工できる物件は（特殊なものは除く）市内業者に指名してほしい。

例：2000 万円～3000 万円の通信工事で大手業者が大半受注した」（②／電気／A／６－

６／1000 万円未満） 

○「税金で仕事を頂いて、利益を上げ、税金が支払えるような業者になるように努力し

ているが、安ければ良い元請のために安く仕事をしなければならない業者は今のデフレ

の中にまきこまれ、会社は社員の生活を見ていくために大変な苦労をしている。税金

（市）の仕事、民間の仕事を問わないで、世間の方に迷惑をかけない良い仕事をこころ

がけていきます。安ければ良いとは思わない仕事を社員全員で心がけて仕事に取り組ん

でいきます」（②／空調・衛生／B／２－０／０円） 

○「数量の違い、もう少し建設業（会社を作る為）の認可を厳しくするようにしてもら

いたい。会社がつぶれても、２、３ヶ月後にまた会社を作り始めるケースが多すぎる」

（②／無回答／０－０／０円） 

 

 


